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はじめにー本論文の目的― 
本論文の主なテーマは，技術に対するオープン・イノベーションとは何かを議論するこ
とである．オープン・イノベーションにおける技術戦略のあり方を 2 つの企業タイプに類
型化し（マーケットイン型企業とプロダクトアウト型企業），特許情報をもとにアップル社
とマイクロソフト社，グーグル社の特許出願状況を分析することでタイプ別の傾向を明ら
かにする． 
第1節 クローズド・イノベーションとオープン・イノベーション 
企業の技術戦略の歴史的変遷を見ると，20 世紀の技術戦略は競争力を保つために自社技
術をベースとした戦略をとっていた（クローズド・イノベーション戦略）． 
21 世紀に入り経済環境が劇的に変化する中で，オープンな開発環境下で自社に限らず，
他社との連携も視野に入れた戦略の必要性が叫ばれている（オープン・イノベーション戦
略）． 
このような環境を踏まえて，本論文ではオープン・イノベーションにおける技術戦略の
あり方を明確にし，アップル社，グーグル社，マイクロソフト社を事例として特許情報に
よる傾向分析を行うこととした． 
第2節 オープン・イノベーションという言葉の多様性 
オープン・イノベーションは，ヘンリー・チェスブロウによって提唱されたイノベーシ
ョンコンセプトである．しかし，オープン・イノベーションの定義は必ずしも明確ではな
い． 
オープン・イノベーションが技術に対するものなのか，人材に関するものなのか，製品
に対するものなのか，様々な捉え方があり，一概に何かを具体的に特定する言葉ではない
といえる．オープン・イノベーションの明確な定義や指針がないため，各企業は試行錯誤
の中で新たなイノベーションシナリオを模索しているといえる． 
第3節 本論文の理論的フレームワーク 
マーケットイン型の技術戦略とプロダクトアウト型の技術戦略の特徴 
企業の技術戦略における特徴は，マーケットイン型企業の技術戦略とプロダクトアウト
型企業の技術戦略に大きく分けることができる．オープン・イノベーション環境下では，
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マーケットイン型企業の技術戦略は，製品コンセプト起点で技術開発がスタートし，要素
技術の技術開発を実施する．一方，プロダクトアウト型企業の技術戦略は，テクノロジー
起点でスタートし，製品開発の段階でキーテクノロジーの摺合せで応用技術を開発する． 
本論文では，このような技術戦略の典型的傾向を特許情報をもとに分析した．特に企業
分析事例としては，アップル社，グーグル社，マイクロソフト社を分析することとした． 
 
図 1：マーケットイン型，プロダクトアウト型の技術戦略の傾向 
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第1章 イノベーションとは何か 
イノベーションについては様々な見解がある．シュンペーターのイノベーション理論を
はじめ，ドラッガーの理論，クリステンセンのイノベーションのジレンマ，ジェフリー・
ムーアのライフサイクルイノベーション，チェスブロウのオープン・イノベーション等存
在する[1][2][3][4][5][6][7]． 
本章では，本論文でのイノベーションの定義を明確にした後，オープン・イノベーショ
ンについて本論文での位置づけを明確にする．また，イノベーションの中での知的財産権
の歴史変遷を把握した後，なぜ，オープン・イノベーションにおける技術戦略が重要なの
かを述べる． 
第1節 イノベーションとは何か 
イノベーションについて述べた文献には，シュンペーターのイノベーション理論[1]をは
じめ，チェスブロウのオープン・イノベーション[2]，ドラッガーの理論[3]，，ジェフリー・
ムーアのライフサイクルイノベーション[4]，クリステンセンのイノベーションのジレンマ
[5][6][7]等存在する．本節では本論文でのイノベーションの定義を明確にした後，オープ
ン・イノベーションについて本論文での位置づけを明確にする．  
第1項 イノベーションの定義 
イノベーションとはどういう意味なのか，どのような特質をもつのか．本項目ではイノ
ベーションの定義やその特質を説明する． 
① イノベーションとは 
広辞苑では，イノベーションを新機軸，刷新，革新の意としてとらえている．また，生
産技術の革新に限らず，新商品の導入，新市場または新資源の開拓，新しい経営組織の実
施などを含めた概念としている．  
② シュンペーターによるイノベーション理論 
経済におけるイノベーションの定義を語る上で誰もが引用するのがシュンペーターであ
る．シュンペーターは，イノベーションは新しいものを生産する，または，既存のものを
新しい方法で生産することを意味すると記載している．つまり，イノベーションとはモノ
やサービスを従来と異なる形・方法で結合することを指すといえる．これがシュンペータ
ーのいっている「新結合（neue Kombination）」である． 
新結合には 5 つの種類があるといっている． 
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A)まだ消費者に知られていない新しい商品や商品の新しい品質の開発 
B)道の生産方法の開発（科学的新発見に基づいていなくてもいいし，商品の新しい取り
扱い方も含む） 
C)従来参加していなかった市場の開拓 
D)原料ないし半製品の新しい供給源の獲得 
E)新しい組織の実現 
シュンペーターは，イノベーションを 5 つの種類の現象として捉え，広義に定義づけし
ている[1]．日本では時折，イノベーションを技術革新と訳す場合があるが，本論文でのイ
ノベーションという単語一語の意味としては，上記のような広義の場合を指す． 
③ 本論文におけるイノベーションの定義 
本論文のイノベーションというキーワードの定義は，シュンペーターの定義をベースと
しながら，経済的な成果や発展をもたらすための革新と定義することとする． 
イノベーションは，製品や製法・サービスが受け入れられてはじめて実現する．大発明
や新しければイノベーションというわけではない． 
イノベーションが成立するかは，市場による判定を受けた後である．いかに高度な技術
であろうと市場で受け入れられない技術はイノベーションではない． 
第2項 イノベーションの重要性 
イノベーションはなぜ重要なのか，イノベーションにどんな意義や価値があるのかを経
済的成果や発展からその意義を説明する． 
① イノベーションによる経済的な成果や発展 
イノベーションは，経済の成長・発展に大きな役割を担う．シュンペーターは，イノベ
ーションを資本主義，持続的経済成長を牽引するエンジンとして位置づけ，イノベーショ
ンの重要性を強調した． 
イノベーションの重要性は，イノベーションが頻繁に起こるアメリカで顕著な例として
表れている．アメリカの GDP の推移は，日本や中国の GDP の推移と比較して持続的な成
長をもたらしている．日本は 1980 年代後半から 1995 年まで順調に増加したが，それ以降，
低調な伸びにとどまっている．また，中国に関しては近年急激に GDP が成長している． 
これは様々な要因が考えられるが，アメリカの GDP の継続的な増加に関しては，技術や
金融等に関するイノベーションが連続的に起こっている裏付けかもしれない．イノベーシ
ョンは経済社会における強烈なインパクトをもたらす可能性があるということを物語って
いる． 
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図 2：主要国の GDP 推移（引用：グーグルによる GDP 検索） 
 
② イノベーションによる企業の経済的成長・発展 
イノベーションによって企業の経済的成長・発展を遂げた事例は様々な形で存在する．
その典型事例がアップル社やグーグル社である．特にアップル社は，一時期の企業として
の行き詰まりをスティーブ・ジョブスのリーダーシップや革新的なプロダクトとビジネス
モデルによってイノベーションを達成した．また，グーグル社は，検索技術を広告分野に
応用し，インターネット上の広告連動型検索のリーダーへと変貌した．このようなイノベ
ーションを達成した企業の売上高・利益率の成長はすさまじいものがあり，社会において
様々な影響を与えながら成長・発展を遂げている． 
 
第2節 オープン・イノベーションとは何か 
オープン・イノベーションは，ヘンリー・チェスブロウが提唱したイノベーション概念
である．従来のイノベーションモデルがクローズドな世界でのイノベーションであったの
に対して，これからのイノベーションは，クローズドな環境で行われるだけでなく，オー
プンな環境下で行われると説いた． 
本節ではオープン・イノベーションの定義を明確にした後，本論文におけるオープン・
イノベーションの定義を明確にする． 
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第1項 オープン・イノベーションの定義 
オープン・イノベーションは様々な見方があり，様々な考え方のもとで多様な意味を持
つようになっている．人材，金融，社会等に対するオープン・イノベーションという使用
方法もある．このように様々な使用方法が近年みられる“オープン・イノベーション”を本項
にて一度明確に定義づけし，その定義のもとで本論文を議論していく． 
オープン・イノベーションは，ヘンリー・チェスブロウが提唱したイノベーション概念
である．ヘンリー・チェスブロウは，“企業が技術革新を続けるためには，企業内部・外部
のアイデアを採用し，企業内部・外部において開発を行いながら発展させ商品化を行う必
要がある．”と説いた[2]． 
その中でヘンリー・チェスブロウは，オープン・イノベーションとは，“企業内部と外部
のアイデアを有機的に結合させ，価値創造すること”をいうと定義している．本論文でもオ
ープン・イノベーションの定義は，このように広義の意味で解釈していくこととする．  
第2項 オープン・イノベーションという単語の本論文中での使用方法 
ヘンリー・チェスブロウは，オープン・イノベーションをある意味で厳格に定義にして
おらず，ある一定の意味の幅を持たせている．オープン・イノベーションの概念図から判
断すると技術シーズ（アイデア）を各企業自由に導入・導出したりすること端的に述べて
いるように見える． 
全項目でも定義したように本論文では“オープン・イノベーション”という単語自体は広義
の意味に解し，狭義の意味で使用するときには，必ず“何に対するオープン・イノベーシ
ョンなのか”を明確にした上で議論していく． 
このように使用することで曖昧になりがちなオープン・イノベーションの議論を明確す
ることとした． 
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図 3：オープン・イノベーションの概念図（※引用：オープン・イノベーション ヘンリー・
チェスブロウ） 
 
第3節 イノベーションの中での知的財産権の歴史的変遷 
イノベーションと知的財産権は，イノベーションにおいて必要十分条件ではないにしろ，
技術を論ずる上で重要な視点であることに変わりはない． 
歴史変遷を把握することでイノベーション環境が異なったときに，必然的に知的財産権
の利用方法（広義の意味では知的財産戦略）も変化する．イノベーション環境の変化によ
り，知的財産権の位置づけが変化し，その環境変化に連動して技術戦略も変化する． 
本節では上述した変化を認識するためにイノベーションと知的財産権の歴史的変遷を説
明する． 
第1項 イノベーションの中での知的財産権の歴史的変遷 
革新的事例の中で米国の知的財産権の歴史的変遷をみると，イノベーションの担い手は，
様々な変遷を遂げている．西村吉雄氏は，この米国の歴史変遷を個人発明家から大企業の
中央研究所，そして大学や企業家へと移ると説明している[8]．このことから，イノベーシ
ョンに関わる人々や企業は，自身の形態に合わせて柔軟に変化を遂げていることが歴史的
にも分かる． 
年代 大企業の役割 技術革新の担い手 研究開発 特許などの知的資産の役割
-1920 サービス業的 個人発明家 外部化 売る
1920-1980 製造業的 大企業の中央研究所 内部化 自社で作る
1980- サービス業的 ベンチャー+大学 外部化 交換し合う
 
図 4：米国産業界における研究開発戦略の変遷（※引用：産学連携 西村吉雄氏） 
 
第2項 イノベーション環境の変化における知的財産権の役割の変化 
① クローズド・イノベーション時代の知的財産（特許権）のあり方 
クローズド・イノベーション時代の知的財産（特許権）の役割は，4 つの事象に分けると
主に自社実施特許を中心とした知財戦略が中心となっている[9][10]．そのため自社不実施
特許（※結果的に不実施になったものも含む）に関しては，防衛特許目的で保有される特
許と当初の目的を終え放棄される特許もしくは目的無く保持される特許が存在する． 
自社が実施することを前提とした知財戦略が主であり，他社が使用可能性のある特許に
 13 
関しては基本的にはクローズドな知財戦略であったといえる． 
 
図 5：クローズド・イノベーション時代の特許権のあり方 
 
② オープン・イノベーション時代の知的財産（特許権）のあり方 
オープン・イノベーション時代の知的財産（特許権）は，4 つの事象においてそれぞれ重
要な知的財産戦略として位置づけられる． 
クローズド・イノベーション時代と大きく異なる点は，①他社使用可能性がある特許に
ついては，自社実施だけではなく戦略的に開放し，オープンにすることで自社優位性を築
く点，②他社使用可能性がないと判断される特許は放棄される点（特許権の棚卸作業とい
う）である． 
このことから特許権についても戦略的にクローズドにするか，オープンにするかを自社
の事業戦略に合わせて検討する時代に本格的に入ったといえる．また，オープンにすると
いう点については，特許権の売買経験が重要な戦略的要因となり，どのような形でライセ
ンス収入を獲得するかがポイントとなってくる． 
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図 6：オープン・イノベーション時代の特許権のあり方 
 
第3項 オープン・イノベーションにおける技術戦略と知的財産の関係性 
オープン・イノベーション環境下では，技術戦略と知的財産の関係性が今以上に切り離
せない環境になる． 
競争優位性や参入障壁の構築には，技術による参入障壁の構築だけでなく，知的財産権
による参入障壁の構築も必要となる．そのため，技術戦略の一端は，特許情報から把握す
ることもは有益な情報を得るための一つの手段となる[8][9][10]． 
第4節 オープン・イノベーションにおける技術戦略の重要性 
本論文の全体のテーマは，オープン・イノベーションにおける技術戦略とはどのような
ものなのかを明確にすることである．本節では，そのテーマに対する研究の前提条件（意
義，目的）となるオープン・イノベーションにおける技術戦略の重要性を述べる． 
 15 
 
オープン・イノベーションにおける技術戦略の重要性とは 
オープン・イノベーションにおける技術戦略の重要性を議論する場合に，様々な視点が
存在する．以下に技術からみたオープン・イノベーションのいくつかの視点を把握するこ
とで，その重要性を明確にする．  
 
技術の有用性の視点 
企業にとって技術は有用な資源の 1 つである．この資源を有効に活用することが企業の
競争優位性の一要因になるといえる[11][12][13]．しかし，各企業においては，自社技術も
しくは他社技術を戦略的に有効活用していないケースも存在する． 
 
戦略的有効活用の視点 
知的財産権の活用の事例からも自社実施技術のみならず，他社が実施できる知的財産権
があれば，積極的にライセンスアウトすることも戦略的には必要となる場合がある．また，
他社特許の有効活用する姿勢も必要となる場合がある．このように自社事業を戦略的に進
めていくためには，自社技術のみならず，他社技術の積極的導入も必要となる場合がある． 
 
自社技術の明確化の視点 
自社技術の戦略的開放や他社技術の導入において，重要となる視点が自社技術の明確化
と他社技術の評価の視点である．自社技術においては何がコアテクノロジー（キーテクノ
ロジー）か，もしくは周辺応用技術なのか，他社技術においては，自社技術に対してどの
ような位置づけになるのかを明確にしておかなければならない．このような視点を常に持
っておくことで迅速な判断が可能となり，開放や導入に対して一定の判断基準のもとで選
択肢を持つことが可能となる． 
 
自社技術開発のスピードアップ化の視点 
また，このコアテクノロジー（キーテクノロジー）を明確化することで，次の製品コン
セプトの際に要素技術にすべきか否かの判断が可能となる．要素技術に据えて検討するの
であれば，それはどのように他の要素技術と連携するのか，他社技術を採用した方がよい
のか，判断する材料となる．このプロセスが踏めることで製品開発における技術開発のス
ピード化が可能となる． 
 
技術においてもオープン・イノベーションの視点が重要 
このようにオープン・イノベーションの概念を技術分野に利用すると，様々な検討すべき
項目が出てくる．これらの必要な検討項目を精査することで，自社の技術戦略目的の明確
化や次に検討すべき内容を把握することが可能となる．このような議論が自社の技術戦略
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に多面的考察を与える結果となる． 
 
技術に対するオープン・イノベーションのいくつかの視点を持つと技術戦略に対する
様々な方策が見えてくる．オープン・イノベーション環境下では，従来のクローズド・イ
ノベーション環境よりも戦略選択肢を多く持つことができる．企業には企業風土やその他
様々な資源が存在し，一様に同じ戦略をとることはない．しかし，企業にあった戦略傾向
は把握することができる．  
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第2章 オープン・イノベーションにおける技術戦略のための分析 
オープン・イノベーションでは，過去の技術戦略と比較して多様な技術戦略を採用でき
る環境となる．各企業が様々な技術戦略をとることができる反面，技術戦略の多様性から
どの方向性に自社の技術戦略を導くのか，考慮する諸条件が多くなることが用意に推測で
きる．  
本章ではそのような多様性の中でも大きく 2 つの概念（マーケットイン型，プロダクト
アウト型）に整理し，マーケットイン型の技術戦略の特徴とプロダクトアウト型の技術戦
略の特徴を整理する． 
第1節 マーケットイン型とプロダクトアウト型の技術戦略 
本節ではオープン・イノベーションにおけるマーケットイン型企業とプロダクトアウト
型企業の技術戦略の相違点を述べる．これらのタイプの違いから技術戦略傾向の違いを明
確にすることとする． 
本節では本論文でのマーケットインとプロダクトアウトの定義を明確化し，オープン・
イノベーションにおける各タイプの技術戦略の特徴を述べる． 
 
図 7：マーケットイン型，プロダクトアウト型の技術戦略の傾向 
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第1項 マーケットイン型企業の技術戦略 
マーケットインとは，自社製品や商品を開発・提供・販売を行う際に，市場や顧客のニ
ーズを汲み取った上でそれらの事業活動に取り込んでいく考え方をいう[15]． 
マーケットイン型企業の技術戦略の特徴は，アウトサイドインの思考から製品コンセプ
トの明確化から始まる[16][17]．その際にいくつかの技術要素を想定し，製品コンセプトの
構成要素に組み込んでいく．  
しかし，マーケットイン型企業の技術戦略は，製品コンセプトのみで留まらず，技術要
素の具体的構成要素を特定する．その中でも特に自社に必要となるキーテクノロジーを明
確化し，自社開発を行うものは自社で行い，その他周辺技術に関しては，オープン・イノ
ベーションで行う．このような分業体制をとることができるのが，マーケットイン型の技
術戦略の特徴である． 
本論文でのマーケットイン型企業は，アウトサイドインの思考から製品コンセプトを重
視した開発を行う企業のことを指すこととする． 
第2項 プロダクトアウト型企業の技術戦略 
プロダクトアウトとは，自社製品や商品を開発・提供・販売を行う際に自社の有する技
術や優位性などを基本にそれらの事業活動に取り込んでいく考え方をいう[15]． 
プロダクトアウト型企業の技術戦略の特徴は，インサイドアウトの思考から自社技術の
保有内容から判断し，自社の技術面での得意・不得意，他社と比較して優位性があるとい
うことを前提として製品開発が進んでいく[16][17]．製品開発をする上で自社技術にない技
術要件は，自社で新たに開発するか他社技術の導入によって技術を補完していく．製品開
発当初は，技術開発も分業を前提として進めるよりも摺合せ的な製品開発方法によって進
められる[18][19]． 
本論文でのプロダクトアウト型企業は，インサイドアウトの思考からテクノロジーを中
心とした開発を行う企業のことを指すこととする． 
第3項 オープン・イノベーションにおける技術戦略のまとめ 
オープン・イノベーションにおける技術戦略では，マーケットイン型企業とプロダクト
アウト型企業ともに技術の集中化が進む．しかし技術集中の目的は，マーケットイン型企
業とプロダクトアウト型企業でそれぞれ異なる． 
マーケットイン型企業の技術戦略は，コンセプト重視であり，その中で必要な技術を特
定し自社開発にて集約化していく（絞り込み）．その際に，自社開発しない技術については
他社から導入することとなる． 
一方，プロダクトアウト型企業の技術戦略は，製品開発の際に自社のキーテクノロジー
を複数有し，それらの技術を次の製品に応用するために必須技術を特定していく．その際
にその他の周辺技術については，他社企業の技術を補完しながら開発を進めていく． 
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図 8：オープン・イノベーションにおける技術戦略の特徴まとめ 
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第2節 技術戦略におけるイノベーション・レイヤー 
本節では技術戦略における連鎖的イノベーション・レイヤーの存在について議論する．
イノベーション・レイヤーとはプロダクト・イノベーション・プロセスとテクノロジー・
イノベーション・プロセスの相互関係のことをいう．ここではその関係性を述べることと
する． 
第1項 マーケットイン型のプロダクト・イノベーション・プロセス 
マーケットイン型のプロダクト・イノベーション・プロセスとは，市場のニーズを起点
とした製品開発を中心としたプロセスであり，爆発的な製品売上をあげることができるプ
ロセスをいう[20]． 
プロダクト・イノベーション・プロセスの開始時点は，市場ニーズの存在がある．市場
ニーズが製品機能に翻訳されて特性の製品アイデアを作り出す．その製品機能は，製品開
発の段階で，既存の製品技術の利用，もしくは新技術開発を利用して実現される．その後，
生産，市場への導入，稼働中の製品ケアがあり，そして製品の陳腐化により，そのプロセ
スは終了する． 
 
図 9：プロダクト・イノベーション・プロセス 
 
第2項 プロダクトアウト型のテクノロジー・イノベーション・プロセス 
テクノロジー・イノベーション・プロセスとは，テクノロジーをベースとした技術革新
プロセスをいう[20]．テクノロジー・イノベーション・プロセスの開始時点は，いくつかの
特定の科学的・工学的知識がある．それらが革新的な製品機能を実現させ，ある特定の効
果をもたらす可能性を示している．その実現可能性を実証した後に具体的な技術を引き出
す段階に進む．その次の段階は，技術の応用，販売あるいはライセンシング，さらなる開
発等である．テクノロジー・イノベーションは知識を基盤とするので，イノベーション・
プロセスに終わりはない． 
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図 10：テクノロジー・イノベーション・プロセス 
 
第3項 イノベーション・レイヤーの連鎖 
① イノベーション・レイヤーとは 
イノベーション・レイヤーとは，プロダクト・イノベーション・プロセスやテクノロジ
ー・イノベーション・プロセスの層構造をいう[20]．  
② イノベーション・レイヤーの連鎖 
イノベーション・レイヤーの連鎖とは，テクノロジー・イノベーション・プロセス起点
の技術（たとえば，グーグルの検索技術が Web 広告連動した事例）が，具体的な製品仕様
となり，プロダクト・イノベーション・プロセスに入り込む場合やプロダクト・イノベー
ション・プロセスからテクノロジー・イノベーション・プロセスへ移り，再度，プロダク
ト・イノベーション・プロセスに移る場合をいう（アップル社の製品連続性の事例）． 
特にこのイノベーション・レイヤーの連鎖では，企業のとりうる戦略に傾向が見られる． 
 
プロダクト・イノベーション・プロセスの置かれる特徴的傾向 
現在，存続している企業のほとんどは，一度はプロダクト・イノベーションを経験して
いるといっていい．更なる成長にはプロダクト・イノベーション・プロセスとテクノロジ
ー・イノベーション・プロセスの連鎖性が必要となる． 
プロダクト・イノベーション・プロセスを達成した企業の中にも 2 つの傾向が存在する．
その 2 つの傾向は，イノベーション・レイヤーの多層構造型とイノベーション・レイヤー
の二層構造型がある． 
 
イノベーション・プロセスの多層構造型 
イノベーション・プロセスの多層構造型とは，プロダクト・イノベーション・プロセス
とテクノロジー・イノベーション・プロセスの各イノベーション・レイヤーの連鎖構造を
いう．各イノベーション・プロセスと連携しながら次のイノベーション・プロセスへと変
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遷していくのがこのモデルの特徴である．このモデルの典型事例がアップル社となる． 
 
図 11：プロダクト・イノベーションの・プロセスの多層構造型モデル 
 
イノベーション・プロセスの二層構造型 
イノベーション・プロセスの二層構造型とは，プロダクト・イノベーション・プロセス
とテクノロジー・イノベーション・プロセスの各イノベーション・レイヤーの二層連鎖構
造をいう．このモデルはプロダクト・イノベーション・プロセスを中心としながらプロダ
クト・イノベーションの各フェーズでテクノロジー・イノベーション・プロセスを採用す
る．このモデルの典型事例がグーグル社となる． 
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図 12：プロダクト・イノベーションの・プロセスの二層構造型モデル 
 25 
 
第3節 本論文における特許，意匠分析方法 
第1項 特許出願分析方法（IPC分類付与傾向の分析方法） 
第 3 章以降では，特許出願状況を把握することで各社の技術集中傾向を把握する．本項
目では，具体的分析方法について説明する． 
※詳細はデータベース等の具体的内容については付録“調査方法とデータベースの説明”を
参照 
① 特許出願に付与された IPC分類の調査方法の概要 
特許出願に付与された IPC 分類をカウントすることで特許出願の技術傾向を見ることが
可能となる．下記に示すように，IPC 分類の技術集中を確認することでコアテクノロジー
とノンコアテクノロジーの展開を大まかに把握することができるようになる． 
 
 
② DWPIデータベースによる IPC分類の調査方法 
DWPI レコードに基づく，IPC 分類付与の状況を把握するために，DWPI データを出力
し各レコードに複数付与された IPC を統計処理することとする．IPC のカウント方法は，
複数分類付与されたものもカウントしている（1 レコードに複数付与された場合もカウント
している）． 
 
③ 日本特許等の特許データベースによる IPC分類の調査方法 
上記分析方法をベースとして，調査対象資料を日本特許出願に限定し調査を実施した．
基本的な調査方法は同じだが，調査対象資料が日本特許出願に限定したという点が異なる． 
 
④ 特許出願件数の把握方法 
各種特許データベース（※ATMS，EPFULL，PCTFULL，USPATALL）を使用し，特
許出願統計を抽出した． 
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第2項 意匠登録出願の傾向分析方法 
日本特許庁の IPDL データベース（特許，実用新案，意匠，商標のデータ検索が可能）
を利用して，日本意匠登録出願の出願件数等を抽出した．それらの意匠登録出願の内容を 1
件ずつ精査し，抽出を行い整理した． 
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第3章 オープン・イノベーション時代の技術戦略の事例 
本章ではオープン・イノベーション環境下における技術戦略の事例を第 2 章の理論的枠
組みと特許情報分析にて明らかにする． 
具体的にはアップル社，グーグル社，マイクロソフト社を事例として取り上げる．これ
により，オープン・イノベーション環境下における各社の技術戦略の傾向を明確にする． 
この 3 社を取り上げた理由は，オープン＆クローズドのミックス戦略のアップル社とオ
ープンな環境下でプラットフォーム戦略を中心に据えたグーグル社，現在，次の成長戦略
を模索するマイクロソフト社の事例をもとにオープン・イノベーションにおける技術戦略
の傾向を述べる． 
第1節 アップル社の事例 
アップル社の特許出願状況を把握することにより，技術戦略の傾向を把握する．この分
析により，アップル社の技術戦略の傾向が明らかになる． 
第1項 アップル社の特許出願にみる特許出願傾向分析 
本調査（3478 件の DWPI レコード分析，各データベース統計処理等）を実施した結果下
記に説明する． 
※調査方法の詳細は付録参照 
① WO，EP，US特許出願年毎の推移 
アップル社の WO，EP，US 特許出願の件数推移を以下の図で表した．本統計では特許
の出願日を基準として統計処理を実施した．また，1997 年以降としたのは，1997 年スティ
ーブ・ジョブズのアップル社復帰以降の特許出願数をみるためである． 
※WO：国際特許出願，EP：欧州特許出願，US：米国特許出願 
WO，EP，US特許出願件数から把握できる点 
1) 統計処理結果から 2001 年の iPod の誕生以降，製品リリースのタイミングにあわせて出
願件数を徐々に増加させていることがうかがえる． 
2) 特に i-Pod touch の誕生前後（2006-2007 年）では，それまで US 出願が中心だったア
ップル社の特許出願がWO 出願，EP 出願も大幅に増加させていることが明確となった． 
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図 13：出願年毎の出願件数推移 ※1997 年から 2010 年 6 月までの特許出願件数を掲載．各特
許の出願日を基準としてカウントした．※PCTFULL，EPFULL，IFIPAT データベースを利用
した特許出願件数の推移 
 
② JP特許出願年毎の推移出願 
アップル社の JP 特許出願の件数推移を以下の図で表した．本統計では特許の出願日を基
準として統計処理を実施した．また，本項目の調査対象期間を 2000 年以降としたのは，iPod
製品リリース前後からの特許出願数をみるためである． 
※JP：日本特許出願 
 
特許出願件数から把握できる点 
1) 統計処理結果から，2000 年（iPod の誕生 2001 年）以降，日本特許出願は徐々に増加
させている．特に，2003-3004 年前後では特許出願件数を大幅に増加させていることが
うかがえる．そして，2004 年以降，製品リリースのタイミングにあわせて順調に出願
件数を徐々に増加させていることがうかがえる． 
2) 特に i-Pod touch の誕生前後（2006-2007 年）では，アップル社の特許出願が日本でも
増加していることが明確となった． 
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図 14：JP 特許出願年毎の出願件数推移 ※2000 年から 2010 年 6 月までの特許出願件数を掲
載．各特許の出願日を基準としてカウントした．※ATMS データベースを利用した特許出願件
数の推移．※注意：2009-2010 年の出願件数は，2010 年 6 月 30 日時点では 2009 年以降の特許
出願件数がカウントされていない． 
 
③ アップル社の特許出願動向（IPC分類付与傾向の詳細） 
本項目では，アップル社の IPC 分類付与傾向を明確にすることにより，アップル社の特
許出願状況の技術分野別の集約度を把握することとする．具体的には，DWPI データベー
スより出力されたレコードの IPC 分類付与推移から技術集約度を明確にする．また，それ
らの結果から推定できる仮説についても述べることとする． 
 
DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（セクション：A-H）の出願状況 
3478 件の DWPI レコードに基づく IPC 付与傾向ついて述べていくこととする． 
アップル社の分類付与傾向は G（3706 レコード），H セクション（1614 レコード）に集
中していることがうかがえる． 
G セクションは，主にインターフェース，ディスプレイ，ビジネスモデルを含む特許分
類である．また，H セクションは，主に携帯端末，通信技術，ネットワークシステムを含
む特許分類である． 
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図 15：各セクション A-H 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場合は重複カウ
ントを実施している） 
 
DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（サブセクション：G01-H05）の出願状況 
上記のセクション別の傾向から特に G セクション，H セクションを抽出し，さらに詳細
を述べることとする． 
サブセクション G06（2768 レコード）については，「計算，計数」に関する分類であり，
サブセクション H04（996 レコード）については，「電気通信技術」に関する分類である． 
G06 に関しては，デジタル計算処理，ビジネスモデル特許が収録されている分類となる．
H04 に関しては，情報伝送技術，画像伝送技術に関する分類が収録されている分類となる． 
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図 16：サブセクション G01-H05 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場合は
重複カウントを実施している） 
 
DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（クラス：G06C-G06T）の出願状況 
上記のサブセクション別の傾向から特にクラス G06C-G06T を抽出し，さらに詳細を述
べることとする． 
クラス G06F（2033 レコード），G06T（217 レコード）が多く抽出された． 
特にクラス G06F については，「電気的デジタルデータ処理」に関する分類であり，G06T
については，「イメージデータ処理または発生」に関する分類である． 
 33 
0
0
0
2033
2
0
145
0
5
87
217
0 500 1000 1500 2000 2500
G06C
G06D
G06E
G06F
G06G
G06J
G06K
G06M
G06N
G06Q
G06T
デジタル計算機
デジタル流体圧計算装置
光学的計算装置 電気的デジタルデータ処理
アナログ計算機
ハイブリッド計算装置
データの認識；データの表示；記録担体；記録担体の取扱い
計数機構
特定の計算モデルに基づくコンピュータ・システム
管理目的，商用目的等のビジネスモデル特許
イメージデータ処理または発生一般
 
図 17：クラス G06C-G06T 別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場合は重複カウン
トを実施している） 
 
DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（クラス：H04B-H04W）の出願状況 
上記のサブセクション別の傾向から特にクラス H04B-H04W を抽出し，さらに詳細を述
べることとする． 
クラス H04L（307 レコード），H04N（274 レコード）が多く抽出された． 
特にクラス H04N については，「画像通信，例，テレビジョン」に関する分類であり，
H04L については，「デジタル情報の伝送，例，電信通信」に関する分類である． 
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図 18：クラス G06C-G06T 別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場合は重複カウン
トを実施している） 
 
DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（メイングループ：G06F1-G06T17）の出願状況 
上記のクラス別の傾向から特にメイングループ G06F1-G06T17 を抽出し，さらに詳細を
述べることとする． 
メイングループ G06F3（768 レコード），G06F17（490 レコード）が多く抽出された． 
特にメイングループ G06F3（768 レコード）については，「インターフェース技術：デー
タ入力装置」に関する分類であり，G06F17（490 レコード）については，「デジタル計算，
処理の装置または方法：データ計算処理」に関する分類である． 
その他のメイングループでは，G06Q 系（ビジネスモデル系の特許出願内容）の特許出願，
G06T 系（グラフィカルデータ処理）の特許出願も見られる． 
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図 19：メイングループ G06F1-G06T17 別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場合
は重複カウントを実施している） 
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DWPI レコードに基づく，IPC 分類付与（メイングループ：H04B1-H04N101）の出願状
況 
上記のクラス別の傾向から特にメイングループメイングループ H04B1-H04N101 を抽出
し，さらに詳細を述べることとする． 
メイングループメイングループ H04L12（123 レコード），H04N7（146 レコード）が多
く抽出された． 
特にメイングループ H04L12（123 レコード）については，「通信制御技術」に関する分
類であり，H04N7（146 レコード）については，「テレビジョン方式（デジタル系）」に関
する分類である． 
その他のメイングループでは，H04L12（データ交換ネットワークの特許出願内容）の特
許出願，H04M01，H04N5 系の特許出願も見られる． 
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図 20：メイングループ H04B1-H04N101 別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場
合は重複カウントを実施している） 
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④ アップル社の特許出願動向のまとめ 
1) GO6F，H04L，H04N 系に技術が集中している． 
2) 技術集約されている特許分類から，アップル社の事業と比較してみると自社のポートフ
ォリオ形成に特徴的な点が見出される． 
3) 特に端末関連技術でも GUI，ビジネスモデル，端末関連通信技術，映像系技術に集約さ
れていることから技術の重み付けの度合いがうかがえる． 
 
 
G06F3（インターフェース技術：データ入力系技術）
G06F17（デジタル計算、処理の装置または方法：データ計算処理技術）
G06F系
G06Q系（ビジネスモデル系特許）
G06T系（グラフィカルデータ処理）
H04L12（データ交換ネットワーク：端末-SYSTEM関連技術）
H04L29（通信制御技術）
H04M01（電話通信技術）
H04L,H04N系
H04N07（テレビジョン方式：デジタル系）
H04N05（テレビジョン方式）
＜技術集中＞
・GUI：タッチインターフェース系
グラフィカルデータ処理
データ入出力処理
データ計算処理
・ビジネスモデル：iTunes系
iTunes：オンライン系
決済関連
広告関連
・端末関連技術：Cloud系
端末-system
通信制御
・映像関連技術：映像系
デジタル映像データ
コーディング、デコーディング
 
図 21：IPC 付与からみた傾向と技術集中 
 
第2項 アップル社の近年の特許出願動向分析 
DWPI データベースから 2010 年に番号が付与された特許について詳細分析を行った． 
DWPI レコードによる 2010 年番号付与された資料 371 件の傾向を下記に示す．この結果
から，スマートフォン端末関連技術がもっとも多く（74 レコード），次に MAC に関連した
技術（43 件）が抽出された．また，その他の技術ではタッチパネル系の技術にも積極的に
出願を行っていることがうかがえる． 
※DWPI レコード，2010 年番号付与資料，371 レコードについて資料整理実施． 
※注意：内容判断は DWPI 抄録をベースとして判断．特許請求の範囲は精査していない． 
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iPod,iPhone端末とそれに付随する周辺アプリケーションや周辺装置が多く出願されている。
Displayに関する特許出願も多く、特にタッチパネル方式の特許出願も存在。
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図 22：アップル社特許出願状況（2010 年番号付与資料，371 レコードについて資料整理実施） 
 
第3項 アップル社のスティーブ・ジョブズの特許出願動向分析 
① アップル社のスティーブ・ジョブズの特許出願傾向 
DWPI レコードによるスティーブ・ジョブズの特許出願傾向を下記に示す． 
この結果から，iPod（13 レコード），MAC（9 レコード），SMARTPHONE 端末（17 レ
コード），広告（1 レコード），その他（20 レコード）が抽出された．特に近年（2005-2008
年）では，スマートフォン端末に関連する特許出願を多く行っていることがうかがえる． 
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図 23：アップル社スティーブ・ジョブズの特許出願状況 
 
② スティーブ・ジョブズのアップル社での近年の特許出願傾向 
DWPI レコードによるスティーブ・ジョブズの各国特許出願傾向を下記に示す． 
この結果から，US（54 レコード），WO（31 レコード），EP（17 レコード），AU（12
レコード），AU（12 レコード），JP（10 レコード），KR（8 レコード）等が抽出された． 
特にスティーブ・ジョブズの特許は米国出願だけでなく WO 出願も多く，1 レコードに
おけるファミリー数は，2.81 カ国存在することがわかった．これは後述するグーグル社（1
レコードあたり 3.05 カ国）に迫る比率である．またアップル社全体（1 レコードあたり 1.69
カ国）の 1 レコードあたりのファミリー数を大きく上回る比率である． 
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ファミリー数 レコード数 ファミリー数/レコード数
155 55 2.818181818 1レコードに対して、2.81ファミリーが存在→アップル全社出願の数値とJOBS特許の出願数値と大きく異なる。
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図 24：アップル社スティーブ・ジョブズの各国特許出願状況 
 
③ スティーブ・ジョブズのアップル社での近年の特許出願 
広告システムに関する特許出願 
携帯端末の広告システムに関する特許出願である．その内容は，「端末機能動作を中止さ
せて，その間，広告情報を表示する機能である．広告表示が完了後，通常の端末機能が利
用可能となる．」という特許である． 
JOBS特許の内容の紹介
US 20090265214：広告システムに関する特許出願
発明の名称：Advertisement in Operating System 
1. A computer-implemented method for operating a device,
the method comprising:
disabling a function of an operating system in a device;
presenting an advertisement in the device 
while the function is disabled; and
enabling the function in response to the advertisement ending.
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図 25：アップル社スティーブ・ジョブズの特許出願事例① 
 
タッチスクリーン携帯端末 
タッチスクリーンディスプレイ端末に関する特許出願である．その内容は，端末操作に
関する特許出願であり，特許内容から把握すると「Heuristics：経験則，推測に基づく」に
よる端末操作と記載されている．請求項 1 はあいまいなクレームとなっている． 
JOBS特許の内容の紹介
US 7479949：タッチスクリーンディスプレイ端末の特許出願
発明の名称：Touch Screen Device, Method, and 
Graphical User Interface for Determining Commands by Applying Heuristics 
本特許は、総ページ数358ページにも及ぶ特許である。
1. A computing device, comprising:
a touch screen display;
one or more processors;
memory; and
one or more programs, wherein the one or more programs are stored in the memory and configured to be 
executed by the one or more processors, the one or more programs including:
instructions for detecting one or more finger contacts with the touch screen display;
instructions for applying one or more heuristics to the one or more finger contacts to determine a command for the 
device; and
instructions for processing the command;
wherein the one or more heuristics comprise:
a vertical screen scrolling heuristic for determining that the one or more finger contacts correspond to a one-
dimensional vertical screen scrolling command rather than a two-dimensional screen translation command;
a two-dimensional screen translation heuristic for determining that the one or more finger contacts correspond to 
the two-dimensional screen translation command rather than the one-dimensional vertical screen scrolling 
command; and
a next item heuristic for determining that the one or more finger contacts correspond to a command to transition 
from displaying a respective item in a set of items to displaying a next item in the set of items.
 
図 26：アップル社スティーブ・ジョブズの特許出願事例② 
 
第4項 アップル社の意匠登録出願傾向分析 
日本意匠登録の出願状況を日本特許庁の IPDL データベースで調査実施した結果，下記結
果を得た．本項目では，アップル社の出願動向を明確にすることにより，アップル社の意
匠戦略の概要を把握することとする．具体的には，意匠出願の件数推移から明確にできる
点を述べ，また，それらの結果から推定できる仮説についても述べることとする． 
 
① JP意匠登録出願年毎の推移出願 
1) 統計処理結果から，2000-2002 年（iPod の誕生 2001 年）は，日本特許出願は存在しな
かった．iPod リリース当初は，意匠登録出願を行っていない．その後，2003 年以降に
製品リリースのタイミングにあわせて出願件数を徐々に増加させていることがうかが
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える． 
2) 特に iPod touch の誕生前後（2006-2007 年）では，アップル社の特許出願が増加して
いることが明確となった． 
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図 27：JP 意匠登録出願年毎の出願件数推移 ※2000 年から 2010 年 6 月までの意匠登録出願
件数を掲載．各意匠の出願日を基準としてカウントした．※IPDL データベースを利用した出願
件数の推移． 
 
② JP意匠登録出願年毎の推移出願（意匠変遷） 
1) 2003 年以降に iPod の筐体に関係する技術を中心として意匠登録出願を実施している． 
2) 特に iPod touch の誕生前後（2006-2007 年）では，筐体関連意匠出願にかかわらず，
GUI 関連意匠についても出願を行っていることがうかがえる． 
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図 28：JP 意匠登録出願年毎の意匠変遷図 ※2000 年から 2010 年 6 月までの意匠登録出願件
数を掲載．各意匠の出願日を基準としてカウントした． 
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第5項 アップル社の技術戦略のまとめ 
第 2 章でまとめたオープン・イノベーションにおける技術戦略のフレームワークを利用
した場合の技術傾向をまとめる． 
① アップル社の iPhoneの構成部品と特許出願の関連性から技術集中を把握 
特許出願状況の把握からある一定の分野への技術集中を把握した結果，通信・回路関連
は自社の特許出願は少なく，また，筐体に関連する特許出願についてもほとんど特許出願
がない．しかし，筐体のデザインについては，意匠登録出願で権利化を行っている．特に
アップル社が注力しているのは，GUI やクラウド関連技術，その他 i-Tunes に関連する特
許出願である．このようにアップル社の技術戦略は，技術のメリハリをつけながらオープ
ンとクローズド戦略をうまく組み合わせた戦略であるといえる． 
 
図 29：アップル社の iPhone の構成部品と特許出願の関連性 
 
② アップル社の技術戦略の特徴 
アップル社は，スティーブ・ジョブズの特許出願から製品コンセプトを明確に作り，必
要な技術要素を検討するというプロセスをとっている．これは典型的なマーケットイン型
企業の特徴である． 
その企業の特徴は，製品コンセプトから始まり，必要な技術要素を明確にしていく．こ
の段階で要素技術の明確化が進めば進むほど，製品開発のスピードはあがり，コアテクノ
ロジー（キーテクノロジー）の棲み分けが行われていく．マーケットイン型企業は最初の
段階でこのコアテクノロジーの棲み分けを行うことが製品開発の成功要因となる． 
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アップル社に関して言えば，製品コンセプトから要素技術を抽出する判断が他社よりも
早い．その判断の優位性が製品の優位性を築くための特許出願戦略にも影響を与えている
ように見える． 
 
図 30：アップル社の技術戦略の特徴 
 
③ アップル社のイノベーション・レイヤーの特徴とその連鎖 
アップル社のイノベーション・レイヤーは，多層構造型（プロダクト・イノベーション・
プロセスとテクノロジー・イノベーション・プロセスの連続性）である．イノベーション・
レイヤーが多層構造型になり，それぞれのレイヤーに対して影響を及ぼす形となっている．
完全な経路依存型のモデルであると言っていい． 
また，その層構造の連鎖の中で特徴的な点としては，自社のテクノロジー・イノベーシ
ョン・プロセスが完全にクローズドで展開されていることである．技術のライセンスアウ
トや技術のオープン化は現時点では行われていない．これらの自社技術のオープン化はア
ップル社にとってプロダクト・イノベーションの層構造的な連鎖が止まる可能性を示唆し
ている．アップル社はプロダクト・イノベーションの確度を上げるために，自社技術はク
ローズドな形で研究開発を行なっているとみることができる． 
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図 31：アップル社のイノベーション・レイヤーとその連鎖 
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第2節 マイクロソフト社の事例 
マイクロソフト社の特許出願状況を把握することにより，技術戦略の傾向を把握する．
本節の分析では，主にマイクロソフト社の特許分析による技術集中を明らかにし，プロダ
クトアウト型の技術戦略を採用しているマイクロソフト社の傾向を明らかにする． 
※本節の分析ではイノベーション・レイヤーの分析は省く． 
第1項 マイクロソフト社の特許出願にみる特許出願傾向分析 
本調査（4542 件の日本特許分析，各データベース統計処理等）を実施した結果下記に説
明する． 
※マイクロソフト社の特許分析には日本特許のみを対象として調査を実施した．日本特許
出願件数のみの把握のためレコードではなく，件数表記で示す． 
① 調査方法 
日本特許出願については ATMS データベースを使用し統計処理することとする．日本特
許のみを対象とした理由としては，マイクロソフト社の過去 10 年間の日本特許出願の出願
件数が 4542 件に達しているため，第一に日本の特許出願状況を把握することに努めること
とした． 
② マイクロソフト社の特許出願動向（IPC分類付与傾向の詳細） 
本項目では，マイクロソフト社の IPC 分類付与傾向を明確にすることにより，マイクロ
ソフト社の特許出願状況の技術分野別の集約度を把握することとする．具体的には，ATMS
データベースより日本特許出願の IPC 分類付与推移から技術集約度を明確にする．  
※分析方法は，アップル社，グーグル社の分析の際に利用した方法と同様である． 
 
ATMS データベースに基づく，IPC 分類付与（メイングループ：G06F1-G06T17）の出願
状況 
IPC 分類別の傾向から特にメイングループ G06F1-G06T17 を抽出し，さらに詳細を述べ
ることとする． 
メイングループ G06F1（2167 件），G06F17（795 件），G06F12（754 件），G06F3（708
件），G06F9（599 件）が多く抽出された． 
特にメイングループ G06F1（2167 件）については，「デジタル処理装置全般」に関する
分類である．その他の技術分類にも特許出願は見られるが，G06F 系の分類に技術集中はし
ているもののその分類の中では比較的分散しているように見える． 
 49 
 
図 32：マイクロソフト社のメイングループ G06F1-G06T17 分類別の分類付与件数（※複数分
類が付与されている場合は重複カウントを実施している） 
 
ATMSデータベースに基づく，IPC分類付与（メイングループ：H04B1-H04Q11）の出願
状況 
IPC 分類別の傾向から特にメイングループメイングループ H04B1-H04Q11 を抽出し，さ
らに詳細を述べることとする． 
メイングループメイングループ H04L1（301 件）が多く抽出された． 
特に H04L9（199 件）については，「安全な通信技術」に関する分類である．その他のメ
イングループでは H04L12（289 件），H04N1（143 件），H04N5（211 件），H04N7（358
件）の特許出願も見られる． 
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図 33：マイクロソフト社のメイングループ H04B1-H04Q11 分類別の分類付与件数（※複数分
類が付与されている場合は重複カウントを実施している） 
 
③ マイクロソフト社の特許出願動向のまとめ 
1) GO6F1 系が最も多く出願されている． 
2) G06F3，G06F9，G06F12，G06F13，G06F17 系が G06F1 系についで多く出願されて
いる． 
3) G06F 系の統計結果からデータ処理関連全般の特許出願が多く，OS 関連の特許出願や
プログラム関連の技術が一定の集中を見せながらも幅広く出願されていることが伺え
る． 
4) G06F 系の特許出願には劣るが H04L 系，H04N 系の特許出願も多く出願されている．
この特許出願の傾向はアップル社と似ている． 
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図 34：IPC 付与からみた傾向と技術集中と分散 
 
第2項 マイクロソフト社の技術戦略のまとめ 
マイクロソフト社の技術戦略は，複数のテクノロジー（検索系技術）を中心に据えなが
ら応用技術を明確にしていく技術戦略である．これはアップル社やグーグル社とは異なり，
ある一定の幅で技術集中が起こっていることを示唆している．これは特許出願の技術集中
から把握することができる．マイクロソフト社の特許出願傾向からみる技術戦略は，要素
技術的内容のテクノロジーが多く，製品コンセプト型の特許出願は少ない傾向がある． 
技術集中したテクノロジーをプロダクト・アプリケーションに展開するには，それらの
テクノロジーを中心とした応用技術の開発でいくつかの技術の摺合せが必要となる．これ
がプロダクト・アプリケーションの領域における集中と分散の構造となる．プロダクトア
ウト型企業にはこの傾向がみられる． 
マイクロソフト社のようなプロダクトアウト型企業のオープン・イノベーション環境に
おける戦略は，自社技術の明確な定義が重要な要件となり，具体的な製品コンセプトをい
かに定義できるかがポイントとなってくる． 
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図 35：マイクロソフト社の技術戦略の特徴 
 
第3節 グーグル社の事例 
グーグル社は広告連動検索事業で自社の事業収益の 9 割を占める．このような事業構造
を持つグーグル社の特許出願状況を把握することにより技術戦略の傾向を把握し傾向を明
らかにする． 
第1項 グーグル社の特許出願にみる特許出願傾向分析 
本調査（1120 件の DWPI レコード分析，各データベース統計処理等）を実施した結果下
記に説明する． 
 
① DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（メイングループ：G06F1-G06T17）の出
願状況 
上記のクラス別の傾向から特にメイングループ G06F1-G06T17 を抽出し，さらに詳細を
述べることとする． 
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メイングループ G06F7（180 レコード），G06F15（170 レコード），G06F17（631 レコ
ード），G06Q30（287 レコード）が多く抽出された． 
特にメイングループ G06F17（631 レコード）については，「デジタル計算，処理の装置
または方法：データ計算処理：検索系技術」に関する分類である．その他のメイングルー
プでは，G06Q 系（ビジネスモデル系の特許出願内容）の特許出願が多く見られる． 
15
111
0
180
44
9
19
57
170
631
9
20
0
0
0
3
52
0
0
2
0
1
0
73
5
287
18
57
1
18
5
2
2
4
0
6
1
9
6
0 100 200 300 400 500 600 700
G06F0001
G06F0003
G06F0005
G06F0007
G06F0009
G06F0011
G06F0012
G06F0013
G06F0015
G06F0017
G06F0019
G06F0021
G06K0001
G06K0003
G06K0005
G06K0007
G06K0009
G06K0011
G06K0013
G06K0015
G06K0017
G06K0019
G06K0021
G06Q0010
G06Q0020
G06Q0030
G06Q0040
G06Q0050
G06Q0090
G06Q0099
G06T0001
G06T0003
G06T0005
G06T0007
G06T0009
G06T0011
G06T0013
G06T0015
G06T0017
※DWPIレコードに付与されたIPC分類をカウント。重複カウントもあり。
G06F7:取扱うデ－タの順序または内容を
操作してデ－タを処理するための方法
G06F15:デジタル計算機一般
G06F17:デジタル計算,処理の装置または方法
→データ計算処理
G06Q系:ビジネスモデル系特許
G06T系:グラフィカルデータ処理
 
図 36：メイングループ G06F1-G06T 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場
合は重複カウントを実施している） 
 
② DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（メイングループ：H04B1-H04N101）の
出願状況 
上記のクラス別の傾向から特にメイングループメイングループ H04B1-H04N101 を抽出
し，さらに詳細を述べることとする． 
メイングループメイングループ H04N7（48 レコード）が多く抽出された． 
特に H04N7（146 レコード）については，「テレビジョン方式（デジタル系）」に関する
分類である．その他のメイングループでは，H04B1，H04L9，H04L12，H04L29，H04N5
系の特許出願も見られる． 
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図 37：メイングループ H04B1-H04N101 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与されてい
る場合は重複カウントを実施している） 
 
③ グーグル社の特許出願動向のまとめ 
1) GO6F，H04L，H04N 系に技術が集中している． 
2) 技術集約されている特許分類から，グーグル社の事業と比較してみると自社のポートフ
ォリオ形成に特徴的な点が見出される． 
3) 特に検索技術関連，ビジネスモデル，通信技術，映像系技術に集約されていることから
技術の重み付けの度合いがうかがえる． 
4) ただし，アップル社のような製品コンセプト型の特許は存在しなかった．応用技術的要
素で広告連動型検索技術は特許出願されている． 
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G06F7（検索系技術：取扱うデ－タの順序
または内容を操作してデ－タを処理するための方法）
G06F15（デジタル計算機一般）
G06F17（デジタル計算、処理の装置または方法：データ計算処理技術）
G06F系
G06Q系（ビジネスモデル系特許）
H04L12（データ交換ネットワーク：端末-SYSTEM関連技術）
H04L29（通信制御技術）
H04L,H04N系
H04N07（テレビジョン方式：デジタル系）
H04N05（テレビジョン方式）
＜技術集中＞
・検索系技術
・ビジネスモデル
広告関連
・端末関連技術：Cloud系
端末-system
通信制御
・映像関連技術：映像系
デジタル映像データ
コーディング、デコーディング
 
図 38：IPC 付与からみた傾向と技術集中 
 
第2項 グーグル社の技術戦略のまとめ 
グーグル社のオープン・イノベーションにおける技術戦略は，プロダクトアウト型の技
術戦略傾向が見られる．技術要件（テクノロジー・イノベーション）からプロダクトが定
義される．プロダクト（広告連動型検索）が定義されるとマーケットコンセプトが明確に
なるという連鎖が生まれている．その傾向は技術集中を把握することで示唆することがで
きる． 
① グーグル社の技術戦略の特徴 
グーグル社の技術戦略は，コアテクノロジー（検索系技術）を中心に据えながら応用技
術を明確にしていく．その結果，コアテクノロジーを中心とした応用技術の開発でいくつ
かの技術の摺合せが必要となる．これがプロダクト・アプリケーションの領域における集
中と分散の構造となる．プロダクトアウト型企業にはこの傾向が主にみられるということ
は，マイクロソフト社の事例でも説明したとおりである． 
グーグル社のようなプロダクトアウト型企業のオープン・イノベーション環境における
戦略は，自社技術の明確な定義が重要な要件となり，具体的な製品コンセプトをいかに定
義できるかがポイントとなってくる． 
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図 39：グーグル社の技術戦略の特徴 
 
② グーグル社のイノベーション・レイヤーの特徴とその連鎖 
グーグル社のイノベーション・レイヤーの特徴は，テクノロジー・イノベーション・プ
ロセスから始まり，そのテクノロジーをコアテクノロジーに据えて，プロダクト・イノベ
ーション・プロセス（広告連動型検索）に入る（この事業がグーグル社の事業収益の大半
を占める）．この事業をさらに収益に結び付けるために，周辺技術や新たな技術を導入する
という連鎖的構造となっている（イノベーション・プロセスの 2 層構造）． 
グーグル社のイノベーション・プロセスは，このように 2 層構造型にイノベーション・
プロセスによって成り立っている．この点がアップル社と異なる構造となっている． 
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図 40：グーグル社のイノベーション・レイヤーの特徴（イノベーション・プロセスの 2 層構造） 
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第4章 オープン・イノベーション時代における技術戦略の提言 
第 1 章から 3 章まではイノベーションの定義とオープン・イノベーションにおける技術
戦略をアップル社とグーグル社，マイクロソフト社から分析した．第 4 章ではこれらの分
析を踏まえて，オープン・イノベーション時代における技術戦略のあり方を提言する． 
第1節 オープン・イノベーションにおける技術戦略のまとめ 
本論文では，オープン・イノベーションにおける技術戦略の傾向をプロダクトアウト型
企業とマーケットイン型企業で特徴を分類した． 
マーケットイン型企業に関しては，製品コンセプトの定義づけを明確に行い，なおかつ，
技術集中が特定の分野で起こることが把握できた． 
プロダクトアウト型企業に関しては，ある幅で技術集中が起こり，その複数のテクノロ
ジーの摺合せにより，製品開発が行われていることが把握できた．このようなタイプの企
業は，技術集中と分散の両面を有する特徴がある．また，プロダクトアウト型企業は，製
品コンセプトから見た技術要件の定義づけがあいまいになる傾向がある． 
 
図 41：オープン・イノベーションにおける技術戦略の傾向 
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第2節 オープン・イノベーション時代における技術戦略の提言 
オープン・イノベーション時代における技術戦略は多様な広がりを見せることとなる．
企業は自社がどのような技術戦略をとるべきなのか，今後さらに時間を割かなければなら
なくなる．これからの技術戦略は，どのような前提のもと，どのような指針で推進してい
くのか，各企業は明確な方針を持っておかなければならない．本節では各タイプ別（マー
ケットイン型企業とプロダクトアウト型企業）に技術戦略の大前提となる考え方を述べる
こととする．  
① マーケットイン型企業の技術戦略 
マーケットイン型企業は，製品コンセプトから技術要素開発に移る際のキーテクノロジ
ーをどのように見極めるかを自社のビジネスモデルの中から検討しなければならない． 
自社技術開発を集約するためには必要なリソースを用意する必要がある．また，技術要
件ではどこに参入障壁を設定するかについても検討しなければならない．技術要件の見極
めが今後の技術戦略の優位性に大きくかかわってくるのである． 
マーケットイン型企業は，自社の技術リソースに囚われない柔軟な姿勢（オープンな技
術開発）が技術戦略上の優位性に大きくかかわり，なおかつ，どの分野に技術リソースを
集約するかが参入障壁の構築に役立つのである． 
② プロダクトアウト型企業の技術戦略 
プロダクトアウト型企業は，自社技術の他社との優位性をどのように把握するかが重要
となる．自社技術の優位性が前提となり，プロダクト・アプリケーションへと展開が進ん
でいく．この段階で自社のキーテクノロジーが他社と比較しておぼつかないようであれば，
プロダクト・アプリケーションにスムーズに結び付けることは難しいといえる． 
プロダクトアウト型企業は，いくつかのキーテクノロジーを有していることが多く，そ
のキーテクノロジーは他社と比較して優位性があるのか，また，キーテクノロジーに一定
のリソース集中が存在するのかを把握しておく必要がある．その意味で，プロダクトアウ
ト型企業は，自社技術の正確な認識を他社との比較の中で行っておく必要がある．この認
識・把握作業は定期的に一定の時間割かなければならない．この作業を繰り返すことで自
社技術のキーテクノロジーの明確化が行われ，他社優位性を技術の側面から達成すること
ができるのである． 
プロダクトアウト型企業は，自社技術の明確な把握とキーテクノロジーの構築が最も重
要な作業となる． 
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図 42：オープン・イノベーションにおける技術戦略の特徴のまとめ 
 
第3節 おわりに 
オープン・イノベーション時代においては，マーケットイン型企業とプロダクトアウト
型企業の両方が存在する．どちらのタイプも優劣が存在する．自社の技術戦略タイプを明
確に把握し，その把握を前提として，どのような対策を講じるのかに集中する必要がある． 
自社の技術戦略タイプを大きく変えるには多大な労力が必要となる．上述したようにど
ちらのタイプも優劣が存在する．特に日本企業の場合は，プロダクトアウト型企業が多い
ように思える．プロダクトアウト型企業がマーケットイン型企業に変貌するには，ある意
味で大きな決断であるといえる．簡単に変わることはできない．日本企業の多くがプロダ
クトアウト型企業として技術戦略を遂行するのであれば，自社技術の徹底的な明確化と技
術集約を行ってほしいと思う．  
本論文で主張したオープン・イノベーションにおける技術戦略のあり方は，オープン・
イノベーション時代においてマーケットイン型企業の特徴とプロダクトアウト型企業の特
徴を把握することであった．マーケットイン型企業とプロダクトアウト型企業の技術戦略
の傾向を把握することで自社の技術戦略の理論的裏付けとして参考にしていただきたいと
思う． 
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付録 
本付録では，第 1 節で調査方法の詳細を説明し，第 2 節ではアップル社の周辺情報を付
加している．本論文の主題であるオープン・イノベーションにおける技術戦略を考察する
上で補足的な情報として添付している．今後の将来仮説・シナリオも踏まえている． 
第1節 調査方法とデータベースの説明 
第1項 DWPIデータベースの説明（主な特徴） 
1)世界 41 特許発行機関からの特許を収録 
DerwentWPI は 41 の特許発行機関からの約 1,450 万件以上の発明を収録しており，これ
は特許数にすると 3,000 万件以上となる． 
2)全収録特許を英語に標準化 
全収録特許を英語に標準化しているので，ドイツ語，フランス語といったなじみのうす
い言語で発行された特許も英語で内容を確認できる．さらに，最近注目を集めている中国，
韓国といったアジアの国々の特許も英語で収録している． 
3)発明数をカウント 
 DWPI データベースは，1 発明に対して複数の関連発明があった場合，1 レコードとして
集約することを前提としたデータベースである．そのため，発明数単位でのレコードのカ
ウントとなる．※注意：特許出願件数とは数値が異なる． 
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メイングループ 5/ ------歯の充填または被覆
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DWPIデータを加工することで下記のような統計データ資料を作成
上記データを利用し、技術傾向を大まかに把握する。
 
図 43：DWPI データベースの利用方法と IPC の説明 
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第2項 その他の調査分析で利用したデータベース 
各種特許データベース（※ATMS，EPFULL，PCTFULL，USPATALL，IFIPAT）を使
用し，特許出願統計を抽出した． 
 ATMS は，日本特許を対象とした特許データベースである． 
 EPFULL は，欧州特許を対象とした特許データベースである． 
 PCTFULL は，国際特許を対象とした特許データベースである． 
 USPATALL，IFIPAT は，米国特許を対象とした特許データベースである． 
第3項 意匠登録出願の調査データベース 
日本特許庁の IPDL データベース（特許，実用新案，意匠，商標のデータ検索が可能）
を利用して，日本意匠登録出願の出願件数等を抽出した．IPDL は日本特許庁の専用データ
ベースであり，インターネット検索が可能なデータベースである．明治 22 年からの意匠登
録出願内容を把握することができる． 
第4項 各企業の調査使用データベースと調査期間の設定 
各企業の調査データベースと調査設定期間を示す．各企業で使用したデータベースと調
査期間が異なる． 
① アップル社 
・特許分析 
出願件数推移：USPATALL,EPFULL,PCTFULL,ATMS データベースを使用 
IPC 分析：DWPI データベースを使用． 
調査期間：1997 年発行資料～2010 年 8 月時点発行資料 
・意匠分析 
出願件数推移：IPDL データベースを使用 
調査期間：1997 年発行資料～2010 年 8 月時点発行資料 
② グーグル社 
・特許分析 
出願件数推移：USPATALL,EPFULL,PCTFULL,ATMS データベースを使用 
IPC 分析：DWPI データベースを使用． 
調査期間：1997 年発行資料～2010 年 8 月時点発行資料 
③ マイクロソフト社 
・特許分析 
出願件数推移：USPATALL,EPFULL,PCTFULL,ATMS データベースを使用 
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IPC 分析：DWPI データベースを使用． 
調査期間：1997 年発行資料～2010 年 11 月時点発行資料 
第2節 グーグル社の特許情報 
第1項 グーグル社の特許出願にみる特許出願傾向分析 
本調査（1120 件の DWPI レコード分析）を実施した結果下記に説明する．ここでは特許
情報から技術集中の外観を把握する． 
第2項 グーグル社の特許出願にみる特許出願傾向分析 
本調査（1120 件の DWPI レコード分析，各データベース統計処理等）を実施した結果下
記に説明する． 
① 調査方法 
日本特許出願については ATMS データベースを使用し統計処理することとする． 
また，最優先年推移については DWPI データを出力し各レコードに付与された最優先年
を統計処理することとする． 
その他，WO，EP，US の出願推移については，各種データベース（USPATALL，EPFULL，
PCTFULL）を採用し統計処理を行うこととする． 
② グーグル社の日本特許出願状況 
グーグル社の日本特許出願の傾向を以下に示す．2003 年ごろから特許出願を開始し，そ
の後，30 件～50 件程度の間で出願が推移している．グーグル社の売上げ規模に対して，日
本特許出願はそれほど多くない特許出願であることがうかがえる． 
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図 44：グーグル社の日本特許出願の推移 
 
③ グーグル社の各国出願年推移（WO，EP，US特許出願年毎の推移） 
グーグル社の WO，EP，US に対する出願推移の傾向ついて述べていくこととする． 
グーグル社が実際に出願したのは 1997 年ごろである．その後，2003 年を境に急激に特
許出願数を増加させている． 
特にその中でも顕著なのが WO 出願である．2002 年の段階では WO 出願は 0 件であっ
たが，2003 年以降急激に出願数を伸ばしている．2008 年段階では US 出願よりも WO 出
願の方が多くなっている．グーグルの特許戦略の一端が垣間見える結果となっている． 
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図 45：グーグル社の WO，EP，US の出願件数推移 
 
④ グーグル社の特許出願動向（IPC分類付与傾向の詳細） 
本項目では，グーグル社の IPC 分類付与傾向を明確にすることにより，グーグル社の特
許出願状況の技術分野別の集約度を把握することとする．具体的には，DWPI データベー
スより出力されたレコードの IPC 分類付与推移から技術集約度を明確にする．  
※分析方法は，アップル社の分析の際に利用した方法と同様である． 
 
DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（セクション：A-H）の出願状況 
1120 件の DWPI レコードに基づく IPC 付与傾向ついて述べていくこととする． 
グーグル社の分類付与傾向は G（1195 レコード），H セクション（210 レコード）に集中
していることがうかがえる． 
G セクションは，主にインターフェース，ディスプレイ，ビジネスモデルを含む特許分
類である．また，H セクションは，主に携帯端末，通信技術，ネットワークシステムを含
む特許分類である． 
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※DWPIレコードに付与されたIPC分類をカウント。重複カウントもあり。
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図 46：セクション A-H 別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場合は重複カウン
ト） 
 
DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（サブセクション：G01-H05）の出願状況 
上記のセクション別の傾向から特に G セクション，H セクションを抽出し，さらに詳細
を述べることとする． 
サブセクション G06（1031 レコード）については，「計算，計数」に関する分類であり，
サブセクション H04（187 レコード）については，「電気通信技術」に関する分類である． 
G06 に関しては，デジタル計算処理，ビジネスモデル特許が収録されている分類となる．
H04 に関しては，情報伝送技術，画像伝送技術に関する分類が収録されている分類となる． 
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※DWPIレコードに付与されたIPC分類をカウント。重複カウントもあり。
32
1
1
0
1
1031
22
15
69
17
6
3
4
8
187
8
0 200 400 600 800 1000 1200
G01
G02
G03
G04
G05
G06
G07
G08
G09
G10
G11
H01
H02
H03
H04
H05
測定；試験
光学
写真；映画
時計
制御；調整 計算；計数
チェック装置
信号
教育；暗号方法；表示；広告；シール
楽器；音響
情報記憶
基本的電気素子
電力の発電，変換，配電
基本電子回路
電気通信技術
他に分類されない電気技術
 
図 47：サブセクション G01-H05 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場合は
重複カウントを実施している） 
 
DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（クラス：G06C-G06T）の出願状況 
上記のサブセクション別の傾向から特にクラス G06C-G06T を抽出し，さらに詳細を述
べることとする． 
クラス G06F（842 レコード），G06Q（343 レコード）が多く抽出された． 
特にクラス G06F については，「電気的デジタルデータ処理」に関する分類であり，G06Q
については，「管理目的，商用目的」に関する分類である．特にこの G06Q はビジネスモデ
ル特許に関する分類である，グーグル社の事業分野が主に広告検索ということからも注力
している点がうかがえる． 
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図 48：サブセクション G06C-G06T 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場合
は重複カウントを実施している） 
 
DWPIレコードに基づく，IPC分類付与（クラス：H04B-H04W）の出願状況 
上記のサブセクション別の傾向から特にクラス H04B-H04W を抽出し，さらに詳細を述
べることとする． 
クラス H04L（57 レコード），H04N（64 レコード）が多く抽出された． 
特にクラス H04N については，「画像通信，例，テレビジョン」に関する分類であり，
H04L については，「デジタル情報の伝送，例，電信通信」に関する分類である． 
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図 49：クラス H04B-H04W 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与されている場合は重複
カウントを実施している） 
第3節 アップル社とグーグル社の特許情報に基づく比較分析 
アップル社とグーグル社の特許情報に基づく比較分析を行う．この比較分析することに
より，各社の技術戦略の傾向が明確に把握することができる．アップル社のような製品思
考の企業とグーグル社のようなサービス思考の企業の特許出願戦略の違いを明らかにする． 
第1項 アップル社とグーグル社のグローバル出願数の比較 
① 各国出願カウント方法 
各国対応特許状況を把握するために，DWPI データを出力し各レコードに付与された対
応国出願を統計処理することとする．各国出願のカウント方法は，複数分類付与されたも
のもカウントしている（1 レコードに複数付与された場合もカウントしている）． 
② アップル社とグーグル社のグローバル出願数の比較 
アップル社とグーグル社のグローバル出願数を比較するとアップル社は US 出願が断然
多く，WO 出願に関してはあまり多く出願していない．一方，グーグル社の特許出願は，
WO 出願も多い傾向にある（しかし，US 出願が一番多い）．この結果から両者の特許出願
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戦略には違いが存在するように見える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 50：アップル社とグーグル社のグローバル出願数 
第2項 アップル社とグーグル社の技術分野別の特許出願数比較 
① アップル社とグーグル社のグローバル出願数の比較 
アップル社とグーグル社のセクション A-H 分野別のレコード数を比較すると，両者とも
にセクション G，H が多く見られる．アップル社はハードウェアを介したサービスの提供
であるため，その他のセクションにもグーグル社よりも若干多く他の分野の出願も見るこ
とができる．一方，グーグル社に関しては，インターネットサービスという事業展開の典
型的な出願傾向となっている． 
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図 51：アップル社とグーグル社のセクション別レコード比較 
② アップル社とグーグル社のサブセクション G01-H05分野別の比較 
アップル社とグーグル社のサブセクション A-H 分野別のレコード数を比較すると，両者
ともにサブセクション G06，H04 が多く見られる結果となった． 
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図 52：アップル社とグーグル社のサブセクション別レコード比較 
③ アップル社とグーグル社のクラスH04B-H04W分野別の比較 
アップル社とグーグル社のクラス H04B-H04W 分野別のレコード数を比較すると，両者
ともにクラス H04L，H04N が多く見られる結果となった． 
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図 53：アップル社とグーグル社のクラス別レコード比較 
④ アップル社とグーグル社のメイングループ G06F1-G06T17分野別の比較 
アップル社とグーグル社のクラス G06F1-G06T17 分野別のレコード数を比較すると，ア
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ップル社はG06F3が多く，グーグル社はG06F17が多い．また，グーグル社はその他G06Q3
に関する分類が多い． 
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図 54：アップル社とグーグル社のメイングループ別レコード比較 
⑤ アップル社とグーグル社のメイングループH04B1-H04N101分野別の比較 
アップル社とグーグル社のクラス H04B1-H04N101 分野別のレコード数を比較すると，
アップル社は H04N7，H04L29 が多く，グーグル社は H04N7 が多い． 
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図 55：アップル社とグーグル社のメイングループ別レコード比較 
第4節 アップル社の事業構造 
① アップル社の売上高構成 
アップル社の 2005 年以降の売上高と純利益水準を把握すると年毎に売上高，純利益水準
 75 
が上昇傾向にあるといえる．2005 年度の売上高と 2009 年の売上高を比較するとおおよそ 4
倍程度増加していることがうかがえる． 
アップル社の 2008 年と 2009 年の売上高別の製品の構成比率を比較すると iPhone とそ
の周辺機器に関係する売上比率が増加していることがうかがえる．iPhone とその周辺機器
の売上が増加していることから，スマートフォン関連の市場が拡大していることが推定で
きる． 
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図 56：アップル社売上げ推移（※引用：日経エレクトロニクス） 
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図 57：アップル社の売上比率 
② アップル社の歴史俯瞰とイノベーションのジレンマ的解釈 
アップル社の歴史変遷 
アップル社の歴史的変遷を簡単に把握する．アップル社の起源としては，1977 年に法人
化され，後の 1980 年に株式公開された．その後，1985 年にスティーブ・ジョブズが会長
職を退任し，アップル社を退くことになる．その後，1997 年に再度，スティーブ・ジョブ
ズがアップル社に復帰し，現在，CEO のポジションにいる． 
*アップル社の起源 
・1977 年：アップル社の法人化 
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・1980 年：アップル社株式公開 
・1985 年：ジョブズ会長職退任 
・1997 年：ジョブズ非常勤顧問として復帰→CEO 
・1997 年以降：imac,ipod-iTunes 等の商品開発を実施． 
以降，i-Pod touch, iphone, ipad 等のヒット商品を開発 
 
1980 年代当時のアップル社の取り巻く環境の変遷 
① IBMの台頭：モジュール型システム 
1981年にIBMがPC市場に参入した後，アップル社の競争上の立場が徐々に変化していっ
た．IBMのPCは，アップル社に比べ機能的には劣っていたがオープンなシステムであった．
このオープンなシステムがたくさんの多様なプレーヤーを生み出すことになった． 
② この当時のアップル社の技術戦略について：アップル社は複雑な相互依存関係（相互依
存型） 
アップル社のPCは，独自仕様の設計に依存した相互依存型のアーキテクチャーを持った
製品であった．このアップル社のPCは，パソコン草創期顧客が求める性能レベルに当初（パ
ソコン草創期）応えていた．そのため独自アーキテクチャーを採用し，ソフトウェアの内
部に加えて，ハードウェアとソフトフェアのインターフェースをまたいだ製品設計であっ
た． 
③ 競争のルールの変換点 
IBMのオープンなシステムから顧客が求める機能性が十分に満たされたときに，専門企
業の集団（モジュール型，特化型企業：ワードパーフェクト，ロータス123をはじめとする）
が，アップル社のソフトウェア支配を奪っていった．これらの製品は，明確なインターフ
ェースで，マイクロソフトのDOSオペレーティングシステムにつながっていた．これがア
ップル社のパーソナルコンピュータがIBM互換機に主導権を奪われた要因である． 
 
 
 
 
 
図 58：1980 年代の PC 市場での構図 
 
 
時代変遷 企業 優位性
①パソコン草創期： アップル・コンピュータが優位 統合化の進んだ企業が優位
②デスクトップコンピュータ
の機能性が十分にあがる： IBMが優勢
モジュール型のオープンな標準
アーキテクチャーが優勢
③パソコン産業の爆発的な
成長
アップルはニッチ・プレーヤー
の地位に追いやられた。
モジュール式マシンを製造する特
化型メーカーが成長
アップル社が全盛：相互依存型システム
IBM社が優勢：モジュール型システム
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図 59：イノベーションのジレンマ的な解釈に基づく 1980 年代の PC 市場での構図 
 
アップル社の技術戦略の意義 
アップル社は，PC 市場での失敗を通して，何を学んだのか，ここではその点について簡
単に触れることとする． 
 ユーザーの求めるニーズを超えすぎてしまったことで，IBM らの新規参入者を招いた．
独自開発にこだわった事で低コストプレーヤー（水平統合型モデルの企業）に市場を奪わ
れ，この PC 市場ではニッチプレーヤーになってしまった． 
 
 
 
 
 
 
 
iPod-iTunes と iPhone 開発に関して見えること 
アップル社は，今までの経験から（IBM，マイクロソフトに敗北）自社の製品に対する
技術戦略を打ち出してきていることが推測される． 
つまり，自社開発のすみ分け（コアテクノロジーの認識）を行うことで，必要な技術を
認識し（急所技術の明確化），周辺の技術に関しては，モジュール化して設計することで自
社と他社の明確な製品上の役割を定義している．すべての技術に対するこだわりを捨てた
ことで必要な資源の投下ができているように推測される． 
当時リーダー的なポジションにいたアップル社
独自アーキテクチャーの信頼性と機能性で優位な状態から競合他社を引き離し、
その後、信頼性・機能性で顧客の求めるニーズを超えすぎてしまった（ソフトフェアの相互連携等のニーズを見逃した点）
モジュールしなかったために、低コストの組立て能力を有する企業に市場拡大の機会を与えてしまった。
独自開発にこだわってしまったために参入を許し、市場のニッチプレーヤーとなってしまった。
IBMらの参入
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また，技術に対するこだわりだけでなく，ビジネスモデル的な観点から優位性を構築す
るための動きも見える．これがアップル社の PC 市場での「失敗の教訓」に対する答えであ
るように見える． 
 
アップル社の今後の動向に関する仮説：イノベーションのジレンマ的仮説 
アップル社のスマートフォン分野での新たな製品提案（iPhone，iPad 等）が，プロダク
トイノベーションを起こしたといえる（※スマートフォン分野でユーザーの求める製品を
作ったことがこの分野での市場の拡大につながったといえる．）． 
スマートフォン端末シリーズを見ると，顧客は特定用途ごとの端末を求めており，事実，
様々な端末が提案されつつある．この中では，端末に搭載される OS に関しては，マイクロ
ソフトの OS である Windows ではなく，アンドロイド OS や iPhone に搭載されている iOS
である．Windows のような過剰な機能ではなく，特定用途で比較的使用しやすい OS にユ
ーザーがなびいているようにも見える．そんな中，登場したのが iPhone，iPad である．現
時点では，ユーザーの求める製品にもっとも近い端末であるといえる． 
その中で今後のスマートフォン端末の動向をクリステンセンの「イノベーションのジレ
ンマ」で解釈してみたいと思う．図イノベーションのジレンマ的な解釈に基づくスマート
フォン市場の構図は，横軸に時間，縦軸に製品性能レベルである．破線は「顧客が求める
機能・性能レベル」を表しており，実線は，「統合型企業の実線とモジュール型企業の製品
機能・性能レベル」で表している． 
 
図イノベーションのジレンマ的な解釈に基づくスマートフォン市場の構図の「状況①」 
現在のスマートフォン市場がどの状態にあるかを説明する．現在，スマートフォン端末
の機能要件は，ユーザーが本来求めているものよりも性能面で低く，ユーザーと製品の間
には求める性能のギャップが存在する．このような状況（状況①）では，統合型企業が優
位な状態に立ち，製品面でより顧客の求めるものに近い製品を出すことができる． 
現在のアップル社は，まさしくこの状況①のユーザーが求める製品にもっとも近い位置
にいるといえる．この状況下では，他社はアップル社が出す製品よりもさらによいものを
出す必要がある（新たな製品提案をしなければならない）．アップル社以上のユーザーエク
スペリエンスを実現する端末が登場したときにアップル社は敗北すると思われる． 
 
図イノベーションのジレンマ的な解釈に基づくスマートフォン市場の構図の「状況②」 
現在のアップル社がスマートフォン市場で敗北する可能性は状況②の状態になった場合
である．ユーザーにとって性能過剰の状態になった場合，非統合型企業（つまりモジュー
ル型）が現れ，各企業のスマートフォン端末にアップル社以外の OS が搭載されるようにな
る．この状況下では，統合型企業のアップル社は戦略の転換を余儀なくされるだろう．こ
のような状態になった場合，スマートフォン端末の世界でマイクロソフトのような巨人が
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生まれる可能性がある．アップル社が PC 市場で失敗した流れを再び引き起こす可能性があ
る． 
このような状況になったときに，アップル社が戦略の見直しを図るためには，統合型企
業に見られる垂直統合型ビジネスモデルを水平分業型ビジネスモデルに変換する必要があ
る．これは例えば，OS 自体を自前ではなく，他社 OS にすることやアップル Store を開放
することが具体的な対策となる．これは水平展開型の企業へと変革することを意味する．
アップル社がここまで自社を定義しなおすことができるのか注目すべき点である． 
 
 
図 60：イノベーションのジレンマ的な解釈に基づくスマートフォン市場の構図 
③ アップル社の三位一体の事業戦略 
アップル社の三位一体の事業戦略を整理する． 
アップル社の製品展開モデル 
アップル社の事業戦略モデルの特徴は，iPod から iPhone，Mac 等の製品分野，iTunes，
アップル TV 等のサービス分野の有機的なつながりにある．これらをひとつの完結したビジ
ネスモデルにしている点が現在のアップル社の事業面での成功につながっている． 
 
特にアップル社のプラットフォームから簡単に分析すると，iPod と iTunes モデルの成功
から技術を応用し iPhone 端末が完成した．また，その後，Macbook air，Mac，Mac mini
等の製品開発を通して，iPad が生まれた． 
自社のコアテクノロジーの明確な定義づけと急所技術の見極めで製品面での競争優位性
を確保しつつ，過去の失敗（1980 年代の PC 事業の失敗）から iTunes を利用したビジネス
モデルの展開を行うことで顧客価値を増大させた事例であるといえる． 
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図 61：アップル社の製品展開 
 
三位一体経営とは 
次の項目では，アップル社の事業戦略を三位一体経営（妹尾堅一郎氏の資料を参照）を
フレームワークとして利用する．そのために，ここでは三位一体経営について説明するこ
ととする． 
三位一体経営は，技術志向になりがちな日本企業に対して，技術以外の重要な視点を持
つための 1 つのフレームワークである．  
具体的な説明として，三位一体経営とは，急所技術の開発（製品特性（アーキテクチャ
ー）に沿った開発），知的財産マネジメントの展開（独自技術権利化と秘匿化，公開と条件
付ライセンス，標準化等），ビジネスモデル（市場拡大と利益確保を同時に達成する）の 3
つの軸をバランスよく実現するための経営をいう． 
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図 62：三位一体経営 
 
アップル社の事業戦略モデル（三位一体経営による説明） 
アップル社の事業戦略を三位一体経営（妹尾堅一郎氏の資料を参照）をフレームワーク
として説明することとする． 
 アップル社は，ビジネスモデル，急所技術の開発，知財マネジメント，その 3 つの軸上
ですべてに当てはめられる条件がそろっている． 
スティーブ・ジョブズのリーダーシップによって，製品コンセプト（イノベーションシ
ナリオ）を作る．そのコンセプトをもとにビジネスモデルとして成立する条件や急所とな
る技術が何かを明確にする．急所技術の見極めにより（技術のメリハリ），エンジニア等の
リソースを集中投下し（リソースのメリハリ），必要な技術を特許権にて取得する． 
また，自社において競争力の弱い周辺部分（周辺部品）はアウトソースすることで製品
アーキテクチャーごとの開発を可能にしている（リソースのメリハリ）． 
 イノベーションシナリオを前提とした事業構想をベースとして，3 つの軸をすり合わせ的
に運営していくことでそれらの軸の更なるパワーアップを可能としている．事業構想に基
づくビジネスモデルを踏まえた知財マネジメント，技術マネジメントがうかがえる． 
 このアップル社のような三位一体経営を実現するための条件としては，イノベーション
シナリオ思考を持ったリーダーが製品開発に積極的にかかわり，すばやい意思決定を行う
ことが条件となる． 
知財マネジメントの展開急所技術の開発
ビジネスモデル
独自技術権利化と秘匿化、
公開と条件付ライセンス、標準化
特許権：入力系、GUI系、
ビジネスモデル系
公開：独自OSのプラットフォーム化
市場拡大と利益確保を同時に達成する：
端末とサービス：iPod&iTunesモデル
製品特性（アーキテクチャー）に沿った開発
急所技術はインソース：JOBS氏主導
端末の入力系、GUI系、ビジネスモデル系
端末部品はアウトソース：各メーカー
 
図 63：アップル社の三位一体の事業戦略 
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④ アップル社と他社のビジネスモデルの違い：スマートフォン市場 
アプリケーション開発の違い 
アップル社と他社のアプリケーションソフトウェア開発の仕方は大きく異なっている．
iPhone 以外の端末の場合，それぞれの端末で実装が異なり，それぞれのメーカーごとにア
プリケーションを開発しなければならない．そのため，アプリケーション開発に多大な時
間と労力が必要となることがある． 
しかし，iPhone 端末では，端末の実装はほとんど同じ（※iPhone の世代ごとに異なる仕
様部分はある）であり，性能面や機能面で想定した上でアプリケーション開発ができる． 
 
アップル社とグーグル社のアプリケーションソフトウェア開発の仕方は，アップル社ク
ローズド＆コントロール戦略であり，グーグル社はオープン戦略となっている． 
 
【技術戦略の違い】
iPhoneの仕様定義が明確になることによってとりうる戦略：ハードウェア仕様が明確化。専用開発に向いている。
プラットフォーム化戦略の一端。
＜引用：日経エレクトロニクス＞  
図 64：iPhone 端末と iPhone 端末以外のアプリケーション開発の構図 
 
アップル社とグーグル社のビジネスモデルの違い 
アップル社のビジネスモデル 
アップル社はマーケットプレイス（アプリケーションの販売先）を独自で保有している．
また，端末の提供はソフトバンクモバイルを介して販売されている．アプリケーションは
クローズドなビジネスモデルを展開している． 
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＜アップル社のソフトウェア展開方法＞
アプリケーション開発者
iTunes App Store
ユーザー
ダウンロード
アプリ登録
アップル社
料金a
料金a-b
料金b
＜Google社のソフトウェア展開方法＞
アプリケーション開発者
Android Market
ユーザー
ダウンロード
アプリ登録
料金a
料金a-b
料金b
携帯電話事業者等
グーグル社のビジネスモデル 
グーグル社のマーケットプレイスは独自でも販売は実施するが，基本的にマーケットプ
レイスは複数存在することが想定されている．携帯端末事業者（ベンダーもキャリアの双
方）が独自にマーケットプレイスを開くことができる構造となっている． 
 
アップル社とグーグル社のビジネスモデルの違い 
アップル社とグーグル社はアプリケーションの販売におけるビジネス構造では，まった
く異なる展開を見せている．ユーザーにとってどのような形がよいのか，今後，アプリケ
ーション開発の活発化と製品面での性能の保証の面から動向が把握できてくるのではない
かと思われる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 65：アップル社とグーグル社のビジネスモデルの違い（※引用：日経エレクトロニクス） 
⑤ アップル社の iPhone端末の製品設計 
アップル社の iPhone の製品設計からどのような構成部品が iPhone には搭載されている
のかを明確にする．日経エレクトロニクスのデータでは，ほとんどの部品がアップル以外
のデバイスメーカーによって構成されている．日本勢では，NAND フラッシュメモリで東
芝が採用されている．日本企業も一部 iPhone 内に搭載されていることがうかがえる． 
このような結果からアップル社は，自社製品のほとんどの部品を自社以外の製品で製造
携帯電話事業者 ユーザー
端末提供 アプリケーション提供
コンテンツ・
プロバイダ
端末
メーカー
アプリケーション提供
マーケットプレイスは複数
コンテンツ・
プロバイダ アップル社
ソフトバンク
モバイル
ユーザー
アプリケーション アプリケーション提供
iPhone提供
マーケットプレイスは単独
＜アップル社のソフトウェア展開方法＞ ＜Google社のソフトウェア展開方法＞
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【部品について】
自社製品はほとんどない。
＜主要回路＞
NANDフラッシュメモリ：東芝
等
＜引用：日経エレクトロニクス＞
している．自社技術はどの点に存在するのかを問い直す意味で非常に意味のある製品であ
るといえる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 66：アップル社の iPhone の構成部品 
 
⑥ スマートフォン分野における関連訴訟 
現在、スマートフォンに関連する訴訟は，アップル社を初めいくつかの企業が存在する．
現在，スマートフォン分野で起こっている訴訟の関係性を見ると，アップル社を中心とし
て各社お互いに牽制を行っている．今後，この分野の訴訟は様々な企業を巻き込みながら
進んでいくと思われる． 
 86 
 
図 67：特許訴訟の攻防（スマートフォン分野：2010年 12月時点） 
⑦ スマートフォン分野におけるイノベーション・ポジショニング 
スマートフォン分野におけるイノベーション・ポジショニングは，現在，アップル社を
代表としてグーグル社陣営，マイクロソフト陣営に分けられる．この中で日本企業が主導
権は握れていない．事実，訴訟に関わる案件は存在しない．このような結果からこの分野
では日本企業はフロントランナーであることはない． 
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図 68：スマートフォン分野におけるイノベーション・ポジショニング 
 
 
⑧ アップル社のHTC社の訴訟に関する動向分析（特許権からの分析） 
原告アップル社と被告 HTC 社の訴訟 
現在，原告アップル社と被告 HTC 社の事件番号を下記に示した．現在，原告アップル社，
被告側 HTC 社となっている訴訟は 4 件挙げられる（2010 年 8 月 23 日時点での情報）．裁
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判所がデラウェア州連邦地方裁判所のものが 3 件，国際貿易委員会（ITC）が 1 件存在する．
提訴日は，2010 年 3 月 2 日，2010 年 4 月 6 日，2010 年 6 月 21 日となっている． 
 
NO. 事件番号 裁判所 原告 被告 提訴日
1 2010-166 デラウエア州連
邦地方裁判所
Apple Inc.
NeXT Software Inc.
High Tech Computer Corp.
HTC (BVI) Corp.
HTC America Inc.
Exedea Inc.
2010/3/2
2 2010-167 デラウエア州連
邦地方裁判所
Apple Inc. High Tech Computer Corp.
HTC (BVI) Corp.
HTC America Inc.
Exedea Inc.
2010/3/2
3 337-TA-710 国際貿易委員会
（ＩＴＣ）
Apple Inc.,
Apple Computer,
Inc.,
NeXT Software, Inc.
NeXT Computer, Inc.,
High Tech Computer Corp.,
HTC Corp.,
HTC America, Inc.,
Exedea, Inc.,
Nokia Corp.,
Nokia Inc.,
2010/4/6
4 2010-544 デラウエア州連
邦地方裁判所
Apple Inc. High Tech Computer Corp.
HTC (BVI) Corp.
HTC America Inc.
Exedea Inc.
2010/6/21
 
図 69：アップル社原告の訴訟関連情報（2010 年 8 月 23 日時点での情報） 
 
原告アップル社が問題としている特許群 
本訴訟にて問題となっている特許をそれぞれの技術群ごとにわけて整理した（図 14，15，
16）．その結果，主に 5 つの特許群で構成されることが把握できた．オブジェクト指向関連
技術（5 件），アプリケーション連携技術（5 件），ネットワーク関連技術（2 件），ハードウ
ェア（データ転送，プロセッサ，センサー）関連技術（3 件），GUI 関連技術（2 件）の特
許群であった．この特許群からはビジネスモデル関連特許は存在しなかった． 
 また，GUI 関連特許の一部にはスティーブ・ジョブズの特許が存在した（US7479949 号）．
この特許はページ総数 358 ページにも及ぶ特許であり，アップル社が提供する iPhone 端末
のインターフェースに関係する特許である． 
アップル社の特許内容から把握できること 
本訴訟で問題となっている特許は，基本的にはスマートフォン端末における特許である
ことを確認し，アップル社のコアテクノロジーの一部分に関連する特許である． 
アップル社のビジネスにおいてコアテクノロジーと同じくらい重要な iTunes に関連する
特許群は今回の訴訟では問題となっていない．この訴訟ではあくまでスマートフォン端末
に関係する技術に絞った訴訟となっている． 
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アップル社の訴訟から読み解く
GUI特許(タッチインターフェース)：
US7,657,849
US7,479,949
US7,362,331
US7,469,381
ハードウェア特許：
US5,920,726
US7,633,076
US5,848,105
US7,383,453
ネットワークシステム特許：
US6343263
US5929852
ほか1件
オブジェクト指向
プログラミング関連特許：
US5,519,867
ほか4件
INTER-APPLICATION 
COMMUNICATION関連特許
(アプリ間のデータ連携)：
US5,481,721
図 70：アップル社の特許群 
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図 71：アップル社の特許群を時系列で見た場合の分布状況 
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図 72：アップル社原告の訴訟関連特許の情報（2010 年 8 月 23 日時点での情報） 
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 ＜方向性の仮説＞
本訴訟 Apple社勝訴
Apple社敗訴
Apple社iPhone端末の優位、
しかし、その他NOKIA等訴訟あり、ジェイルブレイクの問題
Apple社、徹底交戦、もしくはそれ以外？
：自社のビジネスモデルを守る方策
Apple社和解 Apple社とHTC社の和解により、双方市場拡大
に専念する。
 
アップル社の訴訟関連特許の今後の展開のシナリオ仮説 
①訴訟におけるシナリオ 
今回の問題となっている訴訟は，アップル社の勝敗によってどのようなインパクトを与
えることになるのか簡単な仮説に基づきいくつかのシナリオを設定してみた．シナリオの
大まかな方向性は以下に示すとおりである． 
 
 
②アップル社勝訴 
アップル社の勝訴になれば，iPhone 端末の優位性は当面は保たれると予測できる．しか
し，その他，NOKIA，ソフトウェア関連の訴訟問題が存在し，アップル社の市場における
優位性は常に脅かされる可能性は存在する．この分野での訴訟がアップル社のクローズド&
コントロール戦略（クローズドイノベーション）にどのように影響を及ぼすのかを常に注
視しなければならない． 
 
③アップル社敗訴 
アップル社の敗訴になれば，スマートフォン端末の開発競争の本格化が幕開けする．た
だし，この開発競争においては条件が存在する． 
③-1:技術優位性の崩壊 
 技術優位性の崩壊により開発競争に拍車がかかる．アンドロイド端末の増加により，ア
プリケーションの爆発的増加が予想される．これはアップル社にとっては，itunes のビジ
ネスモデルの脅威となる．これによってアップル社が規定している OS の一部規制の緩和に
踏み切る可能性が生まれる．これはアプリケーションやコンテンツビジネスにかかる影響
を最大限踏みとどめるための方策になると思われる．収益源の喪失を防ぐ方策については，
以下に示すようにいくつかの方策があると思われる． 
 
 
 
アップル社の対抗策1: その他端末関連特許群で交戦 → 端末-クラウド分野への進出の徹底阻止
アップル社の対抗策2: iTunes関連特許と端末連携の保有特許から交戦 → 自社ビジネスモデルの優位性を保持
アップル社の対抗策3:アップルストアの解放 → 参画するプレーヤーにメリットをさらに与える → コンテンツ勝負
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技術優位性がなくなった場合 開発競争に拍車 他社アプリケーション開発にも拍車
アプリケーション開発、
コンテンツビジネスに影響収益源の喪失
 
 
③-2:技術優位性の維持:端末における iPhone の優位性は残る 
アップル社は自社の技術優勢をたてにし他社の参入を適度に排除すると思われる．その
間，端末-クラウド分野への緩やかな進出によって，ユーザーを自社のプラットフォーム
（itunes モデル）に引き込む戦略をとるように見える．基本路線はクローズド＆コントロ
ール戦略を徹底し，必要であればそのコントロールの緩和を図るように動いていくと思わ
れる． 
 
 
 
 
④アップル社和解 
 アップル社と HTC 社の和解になれば，双方の製品の市場拡大に向けた動きが加速すると
思われる．ただし，この和解によって開発に乗り出す新規参入者の参入障壁をアップル社
が意図的に緩和させる動きになるとは考えづらい． 
第5節 グーグル社の売上動向と事業内容 
第1項 グーグル社の売上動向と事業内容 
① グーグル社の売上動向 
グーグル社の売上高と純利益の水準を下記に示す．2004-2008 年度を対象としているが，
売上高，純利益ともに増加傾向にあるといえる．また，従業員一人あたりの売上高は 1 億
円を超える水準である． 
Apple社の対抗策: 他社の参入を適度に排除 → 端末-クラウド分野への進出の緩やかな阻止
基本路線は、クローズド・イノベーションで自社開発に邁進。
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※日経ビジネス引用
毎年増収増益を達成。
従業員の1人当たりの売上高は1億円を超える。
 
※日経ビジネス引用
その他：licensing 
& other revenuesマイクロソフトやIBMに比べれば売上高推移は、
到底及ばない水準である。
しかし、広告分野である電通と比較するとここ数年で
ほぼ同じ水準まで到達していることが伺える。
Googleの売上高構成比では、広告収入がほとんどで全体の90パーセント以上を
稼ぎ出していることが把握できる。
 
図 73：グーグル社の売上高推移 
 
② グーグル社の事業内容 
グーグル社の事業展開を把握すると広告の売上高が全体の 97％を占める． 
このような結果から現時点では，グーグル社の事業展開は検索広告ビジネスにすべての
サービスを直結させる戦略をとっているといえる． 
グーグル社の特許出願の内容からもビジネスモデル広告関連特許が多く出願されており，
上記の広告サービスに参入障壁を築いていることがうかがえる． 
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マップ、
ストリートビュー
ニュース、
ブックサーチ
アップス
（業務用ソフト群）
クローム、
アンドロイド
（OS,ブラウザ）
＜検索・広告ビジネス＞
すべてのビジネスがGoogleの
広告ビジネスへとつながっている。
 
 
第2項 グーグル社の三位一体の事業戦略 
グーグル社の三位一体の事業戦略を整理する．グーグル社の事業戦略を三位一体経営（妹
尾堅一郎氏の資料を参照）をフレームワークとして説明することとする． 
グーグル社は，ビジネスモデル，急所技術の開発，知財マネジメント，その 3 つの軸上
でアップル社と同様，当てはめられる条件がそろっている． 
グーグル社は情報検索技術＆広告検索技術というテクノロジーを急所技術と位置づけて
いる．アップル社と異なる点は，グーグル社は当初テクノロジープッシュ型の企業であっ
た．しかし，2003 年以降，情報検索と広告検索のビジネスモデルを創出したことにより，
彼らの事業領域が一騎に拡大した． 
グーグル社は当初（広告ビジネスを見つける前），検索技術を急所技術と位置づけた際，
イノベーションシナリオを模索していたと思われる．技術シーズをベースとしたビジネス
モデルが成立する条件や新たに急所となる技術（広告検索技術）が何かを明確にしたこと
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でグーグル社の急激な成長が可能となったといえる． 
急所技術の見極めにより（技術のメリハリ），エンジニア等のリソースを集中投下し（リ
ソースのメリハリ），必要な技術を特許権にて取得するという流れは，アップル社と同様で
あるといえる． 
 
Google社を三位一体経営で見た場合
→すり合わせの事業マネジメント
知財マネジメントの展開急所技術の開発
ビジネスモデル
独自技術権利化と秘匿化、
公開と条件付ライセンス、標準化
特許権：広告関連特許、検索関連特許
公開：OSのオープン化
市場拡大と利益確保を同時に達成する：
検索と広告サービス：広告検索＆情報検索
サービス特性（アーキテクチャー）に沿った開発
急所技術：検索技術→広告・検索技術
広告につなげるため
→各種サービス展開（アプリケーション、検索）
 
図 74：グーグル社の三位一体経営 
 
第6節 ソニー社の携帯事業分野の日本特許分析簡易分析 
① ソニー社の日本特許傾向（G06F1-G06T17） 
ソニー社の携帯分野の日本特許出願傾向を示す．G06F 系の技術分類に技術集中がある． 
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図 75：ソニー社のメイングループ G06F1-G06T17 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与
されている場合は重複カウントを実施している） 
 
② ソニー社の日本特許傾向（H04B1-H04Q11） 
ソニー社の携帯分野の日本特許出願傾向を示す．H04M 系分類に技術集中がある． 
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図 76：ソニー社のメイングループ H04B1-H04Q11 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与
されている場合は重複カウントを実施している） 
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第7節 任天堂の日本特許分析 
① 任天堂社の日本特許傾向（G06F1-G06T17） 
任天堂社の日本特許出願傾向を示す．G06F系の技術，G06T系の技術に技術集中がある． 
 
 
図 77：任天堂社のメイングループ G06F1-G06T17 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与
されている場合は重複カウントを実施している） 
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② 任天堂社の日本特許傾向（H04B1-H04Q11） 
任天堂社の日本特許出願傾向を示す．この分野にはあまり出願がないことが把握できる．
任天堂の事業構造からこの分野に特許出願が少ないということはある程度推測できるが，
技術集中型のマネジメントを行っていると把握することができる． 
 
 
 
図 78：任天堂社のメイングループ H04B1-H04Q11 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与
されている場合は重複カウントを実施している） 
 
 
